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(57)【要約】
【課題】磁気センサ集積回路、モータ組立体及び応用装
置を提供する。
【解決手段】磁気センサ、モータ及び応用装置が提供さ
れる。磁気センサは、磁石検出部、チョッピングスイッ
チ、第１の放電分岐及び第２の放電分岐を含む。磁石検
出部は、第１の端子、第２の端子、第３の端子及び第４
の端子を含む。第１の放電分岐は、第１の端子と第３の
端子との間につなぐ。第２の放電分岐は、第２の端子と
第４の端子との間につなぐ。第１の端子及び第３の端子
が電力入力端子として役立ち、第２の端子及び第４の端
子が磁界検出信号の出力端子として役立つ前に、第２の
放電分岐がオンする。第１の端子及び第３の端子が磁界
検出信号の出力端子として役立ち、第２の端子及び第４
の端子が電力入力端子として役立つ前に、第１の放電分
岐がオンする。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　磁気センサであって、
　磁界検出信号を出力し、第１の端子、第２の端子、前記第１の端子の反対側の第３の端
子、及び前記第２の端子の反対側の第４の端子を有する磁石検出部と、
　前記第１の端子と前記第３の端子との間につないだ第１の放電分岐と、
　前記第２の端子と前記第４の端子との間につないだ第２の放電分岐と、を備え、
　前記第１の端子及び前記第３の端子が電力入力端子として役立ち、前記第２の端子及び
前記第４の端子が磁界検出信号出力端子として役立つ前に、前記第２の放電分岐はオンし
、前記第１の端子及び前記第３の端子が磁界検出信号出力端子として役立ち、前記第２の
端子及び前記第４の端子が電力入力端子として役立つ前に、前記第１の放電分岐はオンす
る、を特徴とする磁気センサ。
【請求項２】
　前記磁界検出信号は、磁界信号及びオフセット信号を備え、前記磁気センサは、磁界信
号及びオフセット信号を高周波領域及びベースバンド周波数に変調するためのチョッピン
グスイッチをさらに備える、請求項１に記載の磁気センサ。
【請求項３】
　前記第１の放電分岐は、直列に電気接続された第１の放電スイッチ及び第２の放電スイ
ッチを備え、前記第２の放電分岐は、直列に電気接続された第３の放電スイッチ及び第４
の放電スイッチを備える、請求項１に記載の磁気センサ。
【請求項４】
　前記第１の放電スイッチ及び前記第２の放電スイッチは、それぞれ第１の制御信号及び
第２の制御信号によって制御され、前記第１の制御信号及び前記第２の制御信号は２つの
重複信号であり、前記第１の端子及び前記第３の端子が前記磁界信号の出力端子として役
立ち、前記第２の端子及び前記第４の端子が電力入力端子として役立つとき、前記第１の
制御信号が前記第２の制御信号と重なる期間の間、前記第３の放電スイッチ及び前記第４
の放電スイッチは同時にオンし、前記第１の端子及び前記第３の端子が電力入力端子とし
て役立ち、前記第２の端子及び前記第４の端子が磁界信号の出力端子として役立つとき、
前記第１の制御信号が前記第２の制御信号と重なる期間の間、前記第１の放電スイッチ及
び前記第２の放電スイッチは同時にオンする、請求項３に記載の磁気センサ。
【請求項５】
　前記第１の制御信号及び前記第２の制御信号は高レベルで重複する、請求項４の磁気セ
ンサ。
【請求項６】
　前記磁石検出部は定電流源によって駆動され、前記定電流源と接地端との間にコンデン
サがつながれる、請求項１に記載の磁気センサ。
【請求項７】
　前記第１、第２、第３及び第４の放電スイッチは、ＭＯＳ型トランジスタである、請求
項４に記載の磁気センサ。
【請求項８】
　前記第１の制御信号及び前記第２の制御信号は、周波数が１００ＫＨｚから６００ＫＨ
ｚまでの範囲にある、請求項４に記載の磁気センサ。
【請求項９】
　交流電源によって給電されるモータと、請求項１～８の何れかの１つに記載の前記磁気
センサとを備える、ことを特徴とするモータ組立品。
【請求項１０】
　モータ組立体を備える応用装置であって、前記モータ組立品は、交流電源によって給電
されるモータと、請求項１～８の何れかの１つに記載の前記磁気センサとを備える、こと
を特徴とする応用装置。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
[0001]　本開示は、磁界検出に、より詳しくは磁気センサ、モータ組立体及び応用装置に
関する。
【背景技術】
【０００２】
[0002]　磁気センサは、現代の工業及び電子製品に広く応用され、電流、位置及び方向の
ような物理的パラメータを測定するために、磁界強度を誘導する。モータは、磁気センサ
の重要な応用分野である。磁気センサは、モータ内の回転子磁極の位置センサとして役立
つことができる。
【０００３】
[0003]　一般に、磁気センサは、磁界検出信号を出力できるだけである。しかしながら、
磁界検出信号は、弱く、磁気センサのオフセットと混合しており、正確な磁界検出信号を
得るのは難しい。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
[0004]　上記のことを考慮して、磁気センサ集積回路、モータ組立体及び応用装置が提供
される。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
[0005]　磁気センサは、磁界検出信号を出力し、第１の端子、第２の端子、第１の端子の
反対側の第３の端子、及び第２の端子の反対側の第４の端子を有する磁石検出部と、第１
の端子と第３の端子との間につないだ第１の放電分岐と、第２の端子と第４の端子との間
につないだ第２の放電分岐と、を含み、第１の端子及び第３の端子が電力入力端子として
役立ち、第２の端子及び第４の端子が磁界検出信号の出力端子として役立つ前に、第２の
放電分岐はオンし、第１の端子及び第３の端子が磁界検出信号の出力端子として役立ち、
第２の端子及び第４の端子が電力入力端子として役立つ前に、第１の放電分岐はオンする
。
【０００６】
[0006]　磁界検出信号は、磁界信号及びオフセット信号を備え、磁気センサは、磁界信号
及びオフセット信号を高周波領域及びベースバンド周波数に変調するためのチョッピング
スイッチをさらに備えることが好ましい。
【０００７】
[0007]　第１の放電分岐は、直列に電気接続された第１の放電スイッチ及び第２の放電ス
イッチを備え、第２の放電分岐は、直列に電気接続された第３の放電スイッチ及び第４の
放電スイッチを備えることが好ましい。
【０００８】
[0008]　第１の放電スイッチ及び第２の放電スイッチは、それぞれ第１の制御信号及び第
２の制御信号によって制御され、第１の制御信号及び第２の制御信号は２つの重複信号で
あり、第１の端子及び第３の端子が磁界信号の出力端子として役立ち、第２の端子及び第
４の端子が電力入力端子として役立つとき、第１の制御信号が第２の制御信号と重なる期
間の間、第３の放電スイッチ及び第４の放電スイッチは同時にオンし、第１の端子及び第
３の端子が電力入力端子として役立ち、第２の端子及び第４の端子が磁界信号の出力端子
として役立つとき、第１の制御信号が第２の制御信号と重なる期間の間、第１の放電スイ
ッチ及び第２の放電スイッチは同時にオンすることが好ましい。
【０００９】
[0009]　第１の制御信号及び第２の制御信号は高レベルで重複することが好ましい。
【００１０】
[0010]　磁石検出部は定電流源によって駆動され、定電流源と接地端との間にコンデンサ
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をつなぐことが好ましい。
【００１１】
[0011]　第１、第２、第３及び第４の放電スイッチは、ＭＯＳ型トランジスタであること
が好ましい。
【００１２】
[0012]　第１の制御信号及び第２の制御信号は、周波数が１００ＫＨｚから６００ＫＨｚ
までの範囲にあることが好ましい。
【００１３】
[0013]　モータ組立品は、交流電源によって給電されるモータと、磁気センサとを備える
。
【００１４】
[0014]　応用装置はモータ組立体を備え、モータ組立品は、交流電源によって給電される
モータと、磁気センサとを備える。
【００１５】
[0015]　本開示の実施形態による又は従来技術による技術的解決策がより明らかになるよ
うに、以下、本開示の実施形態による図面を簡単に説明する。明らかに、図面は、本開示
の一部の実施形態にすぎず、当業者であれば、これらの図面から創造的作業を伴わずに他
の図面を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】１つの実施形態による磁気センサのブロック図である。
【図２】図１の磁気センサの４つの制御信号の時間系列図である。
【図３】図１の放電スイッチ及びチョッピングスイッチの制御信号の概略図である。
【図４】別の実施形態による磁気センサのブロック図である。
【図５】１つの実施形態による磁気センサ集積回路のブロック図である。
【図６】本開示の実施形態によるモータ組立体の回路の概要構造図である。
【図７】本開示の実施形態による同期モータの概要構造図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
[0023]　本開示の実施形態の技術的解決策を、本開示の実施形態の図面と併せて明確かつ
完全に例証する。明らかに、説明される実施形態は、本開示の全ての実施形態ではなく、
ごく僅かな実施形態にすぎない。本開示の実施形態に基づいて当業者によって創造的作業
なしで得られる他の何れの実施形態も、本開示の範囲内に属する。
【００１８】
[0024]　背景の欄で説明したように、従来の技術において、一般に、磁気センサ集積回路
は、磁界検出結果しか出力できず、磁界検出結果を処理するために付加的な周辺回路が必
要とされる。従って、回路全体は、費用が高くかつ信頼性に乏しい。
【００１９】
[0025]　図１は、１つの実施形態による磁気センサのブロック図を示す。磁気センサ１０
０は、図１にて点線によって囲まれた回路図である磁石検出部１０を含む。磁石検出部１
０は、４つの接触端子を含むことができる。磁石検出部１０は、反対側に配置された第１
の端子Ａ及び第３の端子Ｃと、反対側に配置された第２の端子Ｂ及び第４の端子Ｄとを含
む。実施形態では、磁石検出部１０はホール板とすることができる。磁石検出部１０は電
源１６によって駆動される。
【００２０】
[0026]　磁気センサは、チョッピングスイッチ１１をさらに含む。チョッピングスイッチ
１１は８つのスイッチＫ１からＫ８を含み、それらは、４つの端子に電気的に接続されて
磁石検出部１０による磁界検出信号出力を変調する。具体的には、磁界検出信号は、磁界
信号及びオフセット信号を含み、チョッピングスイッチ１１は、磁界信号及びオフセット
信号を、それぞれチョッピング周波数及びベースバンド周波数に変調する。
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【００２１】
[0027]　チョッピングスイッチ１１は、図１に示すように、８つのスイッチＫ１からＫ８
を含む。具体的には、チョッピングスイッチ１１は、第１のスイッチＫ１、第２のスイッ
チＫ２、第３のスイッチＫ３、第４のスイッチＫ４、第５のスイッチＫ５、第６のスイッ
チＫ６、第７のスイッチＫ７、及び第８のスイッチＫ８を含む。第１のスイッチＫ１は、
電源１６と第１の端子Ａとの間に接続される。第２のスイッチＫ２は、電源１６と第２の
端子Ｂとの間に接続される。第３のスイッチＫ３は、接地端ＧＮＤと第３の端子Ｃとの間
に接続される。第４のスイッチＫ４は、接地端ＧＮＤと第４の端子Ｄとの間に接続される
。第５のスイッチＫ５は、第１の出力端子Ｐと第４の端子Ｄとの間に接続される。第６の
スイッチＫ６は、第１の出力端子Ｐと第３の端子Ｃとの間に接続される。第７のスイッチ
Ｋ７は、第２の出力端子Ｎと第２の端子Ｂとの間に接続される。第８のスイッチＫ８は、
第２の出力端子Ｎと第１の端子Ａとの間に接続される。
【００２２】
[0028]　第１のクロック信号は、第１のサブクロック信号ＣＫ２Ｂ、第２のサブクロック
信号ＣＫ１Ｂ、第３のクロック信号ＣＫ２及び第４のサブクロック信号ＣＫ１を含む。第
１のスイッチＫ１及び第２のスイッチＫ２は、それぞれ第１のサブクロック信号ＣＫ２Ｂ
及び第２のサブクロック信号ＣＫ１Ｂにより制御される。第３のスイッチＫ３及び第４の
スイッチＫ４は、それぞれ第３のサブクロック信号ＣＫ２及び第４のサブクロック信号Ｃ
Ｋ１により制御される。第５のスイッチＫ５及び第６のスイッチＫ６は、それぞれ第３の
サブクロック信号ＣＫ２及び第４のサブクロック信号ＣＫ１により制御される。第７のス
イッチＫ７及び第８のスイッチＫ８は、それぞれ第３のサブクロック信号ＣＫ２及び第４
のサブクロック信号ＣＫ１により制御される。
【００２３】
[0029]　出力信号の精度を保証するために、第１のクロック信号は、少なくとも２つの非
重複サブクロック信号を含む。第１のサブクロック信号ＣＫ２Ｂの位相は、第３のサブク
ロック信号ＣＫ２の位相と反対であり、第２のサブクロック信号ＣＫ１Ｂの位相は、第４
のサブクロック信号ＣＫ１の位相と反対である。第３のサブクロック信号ＣＫ２及び第４
のサブクロック信号ＣＫ１は、非重複サブクロック信号である。
【００２４】
[0030]　第１の端子Ａが電源１６に電気接続され、第３の端子Ｃが接地端ＧＮＤに電気接
続されるとき、第２の端子Ｂは、第２の出力端子Ｎに電気接続され、第４の端子Ｄは、第
１の出力端子Ｐに電気接続される。第２の端子Ｂが電源１６に電気接続され、第４の端子
Ｄが接地端ＧＮＤに電気接続されるとき、第１の端子Ａは、第２の出力端子Ｎに電気接続
され、第３の端子Ｃは、第１の出力端子Ｐに電気接続される。第１の出力端子Ｐは差分信
号Ｐ１を出力し、第２の出力端子Ｎは差分信号Ｎ１を出力する。
【００２５】
[0031]　説明した磁気センサ及び第１のチョッピングスイッチ１１の他に、磁気センサは
、第１の端子Ａと第３の端子Ｃとの間に接続された第１の放電分岐１２、すなわち第１の
端子Ａと第３の端子Ｃとの間の分岐と、第２の端子Ｂと第４の端子Ｄとの間に接続された
第２の放電分岐１３、すなわち第２の端子Ｂと第４の端子Ｄとの間の分岐とをさらに含む
。第１の端子Ａ及び第３の端子Ｃが電力入力端子として役立ち、第２の端子Ｂ及び第４の
端子Ｄが磁界検出信号の出力端子として役立つ前に、第２の放電分岐１３はオンする。第
１の端子Ａ及び第３の端子Ｃが磁界検出信号の出力端子として役立ち、第２の端子Ｂ及び
第４の端子Ｄが電力入力端子として役立つ前に電力入力端子、第１の放電分岐１３はオン
する。
【００２６】
[0032]　実施形態において、第１の放電分岐１２は、直列接続された第１の放電スイッチ
Ｓ１及び第２の放電スイッチＳ２を含むことができる。第１の放電スイッチＳ１及び第２
の放電スイッチＳ２は、それぞれ第１のサブクロック信号ＣＫ２Ｂ及び第２のサブクロッ
ク信号ＣＫ１Ｂにより制御される。第２の放電分岐１３は、直列接続された第３の放電ス
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イッチＳ３及び第４の放電スイッチＳ４を含む。第３の放電スイッチＳ３及び第４の放電
スイッチＳ４は、それぞれ第１のサブクロック信号ＣＫ２Ｂ及び第２のサブクロック信号
ＣＫ１Ｂにより制御される。
【００２７】
[0033]　第１の端子Ａ及び第３の端子Ｃが電力入力端子として役立ち、第２の端子Ｂ及び
第４の端子Ｄが磁界信号の出力端子として役立つとき、第１のサブクロック信号ＣＫ２Ｂ
が第２のサブクロック信号ＣＫ１Ｂと重なる期間の間、第１の放電スイッチＳ１及び第２
の放電スイッチＳ２は同時にオンする。第１の端子Ａ及び第３の端子Ｃが磁界信号の出力
端子として役立ち、第２の端子Ｂ及び第４の端子Ｄが電力入力端子として役立つとき、第
１のサブクロック信号ＣＫ２Ｂが第２のサブクロック信号ＣＫ１Ｂと重なる期間の間、第
３の放電スイッチＳ３及び第４の放電スイッチＳ４は同時にオンする。
【００２８】
[0034]　図２に示すように、４つのサブクロック信号は、２つの非重複制御信号、すなわ
ち第３のサブクロック信号ＣＫ１及び第４のサブクロック信号ＣＫ２と、２つの重複信号
、すなわち第２のサブクロック信号ＣＫ１Ｂ及び第１のサブクロック信号ＣＫ２Ｂとを含
む。ＣＫ１はＣＫ１Ｂと反対であり、ＣＫ２はＣＫ２Ｂと反対である。重複サブクロック
信号ＣＫ１Ｂ及びＣＫ２Ｂは、両方とも、ＣＫ１ＢとＣＫ２Ｂとが重なる期間中、すなわ
ち、図２に示す２本の点線の間の期間中、高レベルにある。２つの非重複サブクロック信
号ＣＫ１及びＣＫ２、並びに２つの重複サブクロック信号ＣＫ１Ｂ及びＣＫ２Ｂは、周波
数が両端を含めて１００ＫＨｚから６００Ｈｚまでの範囲にすることができ、周波数は４
００ＫＨｚにすることが好ましい。
【００２９】
[0035]　図３は、放電スイッチのチョッピング信号の制御信号の概要図である。本開示の
実施形態において、チョッピングスイッチ１１に含まれる８つのスイッチ及び放電分岐に
含まれる４つの放電スイッチは、各々、トランジスタとすることができる。さらに、ＣＫ
１が高レベルのとき、ＣＫ２Ｂは高レベルであり、ＣＫ２及びＣＫ１Ｂは低レベルである
。このような場合、第２の端子Ｂ及び第４の端子Ｄは、それぞれ電源１６及び接地端ＧＮ
Ｄに電気的に接続されて電力入力端子として役立ち、第３の端子Ｃと第１の出力端子Ｐと
の間のスイッチがオンし、第１の端子Ａと第２の出力端子Ｎとの間のスイッチがオンし、
第１の端子Ａ及び第３の端子Ｃが磁界信号の出力端子として役立つ。ＣＫ１が高レベルか
ら低レベルに移行した直後の短い時間、すなわち、図２に示す最初の２本の点線間の時間
が、２つの重複サブクロック信号ＣＫ１ＢとＣＫ２Ｂとの重複期間である。重複期間中、
ＣＫ１Ｂ及びＣＫ２Ｂは、両方とも高レベルであり、第２の端子Ｂと第４の端子Ｄとの間
の第３の放電スイッチＳ３及び第４の放電スイッチＳ４が同時にオンして第２の端子Ｂが
第４の端子Ｄと短絡し、それによって第２の端子Ｂと第４の端子Ｄとの間の寄生コンデン
サ内に貯えた電荷を除去する。重複期間後、ＣＫ１が低レベルのとき、ＣＫ２Ｂは低レベ
ルであり、ＣＫ２及びＣＫ１Ｂは高レベルである。この場合、第１の端子Ａ及び第３の端
子Ｃは、それぞれ第１の電力及び接地端ＧＮＤに電気的に接続されて電力入力端子として
役立ち、第２の端子Ｂと第１の出力端子Ｐとの間のスイッチがオンして、第４の端子Ｄと
第２の出力端子Ｎとの間のスイッチがオンし、第２の端子Ｂ及び第４の端子Ｄが磁界信号
の出力端子として役立つ。ＣＫ１が低レベルから高レベルに移行する直前の短い時間、す
なわち、図２に示す２番目の２本の点線間の時間が、２つのサブクロック信号ＣＫ１Ｂと
ＣＫ２Ｂとの重複期間である。この期間中、ＣＫ１Ｂ及びＣＫ２Ｂは、両方とも高レベル
であり、第１の端子Ａと第３の端子Ｃとの間の第１の放電スイッチＳ１及び第２の放電ス
イッチＳ２がオンして第１の端子Ａが第３の端子Ｃと短絡し、これによって第１の端子Ａ
と第３の端子Ｃとの間の寄生コンデンサ内に貯えた電荷を除去する。
【００３０】
[0036]　実施形態では、第１のスイッチＫ１及び第２のスイッチＫ２はＰＭＯＳトランジ
スタであり、第３のスイッチＫ３及び第４のスイッチＫ４はＮＭＯＳトランジスタである
。
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【００３１】
[0037]　図４は、別の実施形態による磁気センサを示す。図４の磁気センサは、磁気セン
サが、電源１６と接地端子（共通端子）との間につないだコンデンサ１４をさらに含む以
外は、図１の磁気センサに似ている。
【００３２】
[0038]　実施形態では、電源１６は、定電圧源又は定電流源にすることができる。磁石検
出部１０が定電流源によって駆動されるとき、磁気センサの検出感度は、温度につれて変
化しない。
【００３３】
[0039]　実施形態では、コンデンサ１４は定電圧を供給することができる。入力／出力端
子を切り換えるとき、コンデンサ１４は、入力端子の電圧を引き上げて磁気センサの良好
な性能を保証することができる。
【００３４】
[0040]　実施形態では、コンデンサ１４の容量は数十ピコファラド（ｐＦ）とすることが
でき、コンデンサ１４の容量は、接触端子間の寄生コンデンサの容量よりも大きい。
【００３５】
[0041]　実施形態では、コンデンサ１４は、ＭＯＳコンデンサとすることができる。
【００３６】
[0042]　図５は、実施形態による磁気センサ集積回路４０００のブロック図を示す。磁気
センサ集積回路４０００は、交流電源に電気的につながれ、磁界の極性に応じてトライア
ック（ＴＲＩＡＣ）に制御信号を出力する。磁気センサ集積回路４０００は、整流器４０
０、電流源発生器３００、磁気センサ１００及び時計モジュール２００を含む。整流器４
００は、外部電力を、磁気センサ及び時計モジュールへの直流（ＤＣ）電力に変換するこ
とができる。電流源発生器３００は、ＤＣ電力に応じて値が異なる複数の電流を出力でき
る。図１に示すような磁気センサ１００は、外部磁界の極性を検出し、制御信号を出力で
きる。時計モジュール２００は、磁気センサに複数のクロック信号を出力できる。
【００３７】
[0043]　図６に示すように、本開示の実施形態によりモータ組立体がさらに提供される。
モータ組立体は、交流電源１０００によって給電されるモータ２０００と、モータ２００
０に直列接続された双方向導電スイッチ３０００と、本開示の上記実施形態の何れか１つ
による磁気センサ集積回路４０００とを含む。磁気センサ集積回路４０００の出力ポート
は、双方向導電スイッチ３０００の制御端に電気的に接続される。双方向導電スイッチ３
０００は、トライアック（ＴＲＩＡＣ）にできることが好ましい。双方向導電スイッチは
、他の適切な型式のスイッチとして実装できることを理解されたい。例えば、双方向導電
スイッチは、逆並列に接続された２つのシリコン制御整流器と、対応する制御回路とを含
むことができる。２つのシリコン制御整流器は、磁気センサ集積回路の出力ポートから出
力される出力信号に基づき、制御回路によって所定方式で制御される。
【００３８】
[0044]　モータは、交流電源１０００の電圧を下げて降下電圧を磁気センサ集積回路４０
００に供給するための電圧降下回路５０００をさらに含むことが好ましい。磁気センサ集
積回路４０００は、モータ２０００の回転子の近くに配置されて、回転子の磁界の変化を
検出する。
【００３９】
[0045]　上記実施形態に基づき、本開示の実施形態において、モータは同期モータである
。本開示による磁気センサ集積回路は、同期モータに適用されるのみならず、直流ブラシ
レスモータなどの他の型式の永久磁石モータにも適用されることを理解されたい。図７に
示すように、同期モータは、固定子と、固定子に対して回転する回転子１００１とを含む
。固定子は、固定子鉄心１００２と、固定子鉄心１００２に巻き付けた固定子巻線１００
６とを含む。固定子鉄心１００２は、純鉄、鋳鉄、鋳鋼、電気鋼、ケイ素鋼などの軟磁性
材料で作ることができる。回転子１００１は永久磁石を含む。固定子巻線１００６が交流
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で定速回転し、ここでｆは交流電源の周波数であり、ｐは回転子の極対の数である。実施
形態において、固定子鉄心１００２は、対向して配置された２つの極部分１００４を有す
る。各々の極部分は磁極弧面１００５を有する。回転子１００１の外面は磁極弧面に面し
、それらの間に実質的に均一な空隙が形成される。本開示における基本的に均一な空隙は
、固定子と回転子との間の空隙の大部分が均一であり、固定子と回転子との間の空隙の小
部分が不均一であることを示す。回転子の極部分の磁極弧面１００５上に凹形の始動溝１
００７を配置することが好ましい。磁極弧面１００５上の始動溝１００７以外の部分は、
回転子と同心である。上記構成により、不均一な磁界を形成することができ、これにより
回転子が回転していないときに回転子の極軸線Ｓ１が固定子の極部分の中心軸線Ｓ２に対
して角度を成して傾斜することが保証されるので、回転子は、モータが集積回路の作用の
下で給電されるたびに始動トルクを有することができる。回転子の極軸線Ｓ１は、極性が
異なる回転子の２つの磁極間の境界である。固定子の極部分１００４の中心軸線Ｓ２は、
固定子の２つの極部分１００４の中心を通る接続線である。実施形態では、固定子及び回
転子は各々２つの磁極を有する。他の実施形態では、固定子の磁極の数が回転子の磁極の
数と異なることができ、固定子及び回転子は、例えば４磁極及び６磁極であるより多くの
磁極を有しても良いことを理解されたい。
【００４０】
[0046]　従って、本開示の実施形態による応用装置がさらに提供される。応用装置は、交
流電源によって給電されるモータと、モータと直列に電気接続された双方向導電スイッチ
と、上記実施形態の何れかの１つによる磁気センサ集積回路とを含む。磁気センサ集積回
路の出力ポートは、双方向導電スイッチの制御端に電気的に接続される。随意的に、応用
装置は、ポンプ、ファン、家庭電化製品、車両及びその他同種のものとすることができ、
家庭電化製品は、例えば洗浄機、皿洗い機、レンジフード、排気ファンなどである。
【００４１】
[0047]　本明細書の実施形態の説明に従い、当業者は、開示を実施し又は使用することが
できる。当業者には実施形態に対する多くの改良が明白である。本明細書に定義した一般
的な原則は、開示の精神又は範囲から逸脱することなく、他の実施形態で実施することが
できる。従って、本開示は、本明細書に記載された実施形態に限定されず、本明細書に開
示された原理及び新規な特徴と一致する最も広い範囲に従う。
【符号の説明】
【００４２】
１０　磁気検出部
１１　チョッピングスイッチ
Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ　端子
Ｋ１からＫ８　スイッチ
１４　第１の放電分岐
１５　第２の放電分岐
１６　電源
Ｐ、Ｎ　出力端子
ＧＮＤ　接地
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